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 (5) 施設として大きな構造体として視認されないよう、見付け階数を極力減らすとともに、壁

面意匠に変化をつけて分節化すること。 

 (6) 道路からの見え方及び周辺建物との調和について、シミュレーションを行うよう努める

こと。 

(7) 当該地において残される既存の緑地については、周辺の緑地等と緑のネットワークを形

成し生物多様性の確保にも寄与する市民の身近な自然環境として保全するよう努めること。 

 

２ 地域への配慮について 

(1) 工事における重機や車両における騒音、振動、周辺の交通安全対策、日照、住民とのコミ

ュニケーション等、大規模開発事業説明会、意見書、公聴会で意見のあった案件について、

これまで貴社においては見解を示しているところですが、鎌倉市開発事業における手続及

び基準等に関する条例（以下「開発事業条例」という。）の手続においても、継続して近隣

住民等と良好な対話と合意形成を図り、計画に反映するよう努めること。 

(2) 工事着手前には、施工にあたって騒音、振動、粉じんその他生活環境に及ぼす影響の軽減

対策を講じることなどについて説明会等により丁寧な説明を行い、さらに、工事協定（交通

誘導員の配置、１日当たりの工事車両の往来台数計画、工事作業員等の通勤車両の駐車スペ

ースの確保等の安全保安措置や場内の衛生管理など）を締結するよう近隣住民等と協議す

るなどして、良好な関係を築くように努めること。 

 

３ 工事に係る周辺環境への影響について 

(1) 騒音、振動、粉じん、悪臭その他の生活環境に及ぼす影響の軽減に努め、開発事業等に

起因する公害が発生したときは、速やかに適切な措置を講ずること。 

(2) 法規制の対象外の作業であっても、騒音・振動の低減に努め、周辺住民への丁寧な事業内

容の説明、作業時間帯にも十分配慮すること。 

 

４ 交通への配慮について 

(1) 地域住民及び緊急車両等の通行に支障がないように安全性を考慮した工事車両等の道路

通行計画とするよう努めること。 

(2) 工事現場付近は児童生徒の通学路となっているため、工事車両等については、通行に十分

配慮するよう努めること。 

(3) 児童及び生徒が歩道を迂回しなければならない工事を実施する場合は、開発事業条例に

基づく各課協議までに市学務課まで連絡すること。 

 

５ 防災への配慮について 

建築物の用途が老人ホームであることから、車いすが通行可能なバルコニー幅員の確保、屋

外階段及び屋外すべり台を設置するよう努めること。 

 

６ 環境への配慮について 

(1) 本事業については、脱炭素社会の実現に向け、エネルギーの消費を減らすための建築物の

高断熱化に加え、太陽光発電設備などの発電設備や蓄電設備の活用等により、ZEB等の省エ



3 

ネルギー建築物を目指すとともに、電気自動車用の充電用供給スタンドの設置の検討に努

めること。 

(2) 本事業におけるごみ集積所（保管所）の配置及び規模は、事業内容に応じたものとなりま

すが、利用実態は共同住宅に類する内容となることから共同住宅における算定基準を参考

とすること。 

(3) 事業区域の周辺には住宅が存しており、騒音等による近隣住民への影響が懸念されるこ

とから、次のとおり、対応するよう努めること。 

ア 駐車場において、近隣住民への苦情とならないように看板等により、利用する者にアイ

ドリング・ストップの周知に努めること。 

イ 事業所においては、室外機、送風機等による騒音苦情が度々見受けられることから、本

事業においても騒音が発生する場合は、防音対策や近隣住民への配慮に努めること。 

ウ 屋上のアスファルト防水などの臭気が発生する作業を行う場合は、近隣住民への周知

に努めること。 

 

７ 今後の手続等について 

今後、手続が必要となる開発事業条例等においては、具体的な公共施設の整備に係る技術

審査について、関係各課と十分な協議をすること。 

 

８ その他 

  介護保険制度の介護付有料老人ホームは、市の公募で選定され、その後、県から指定を受け

なければなりません。事業目的に介護付有料老人ホームと記載しているが、貴社は選定及び指

定を受けていないことから、住民等に説明する際は、特定施設入居者生活介護の施設ではない

こと等を説明し、誤解を与えないよう十分注意すること。 

 

以上 
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